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Ⅰ． ２０１０年度第２四半期連結決算の概要



第２四半期第２四半期決算実績サマリー　決算実績サマリー　

（億円）

前年同期比

【受注高】

車両において大口受注があったこと等

により、全体でも大幅な増加となった

【売上高】

新興国向け取引が堅調に推移した精

密機械で大幅な増収となったこと等に

より、全体でも増収となった

【損益】

円高の影響はあったものの、売上高

の増加や、量産品部門を中心とした固

定費削減等の各種収益改善策の効果

等により、大幅に改善した

7月公表比前年同期比実績7月公表実績
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2Q累計

＋５３＋１８６四半期純損益

ドル（¥／＄）
売上加重
平均レート

ユーロ（¥／EUR）

＋７２＋２２４経常損益

＋５９＋２７０営業損益

▲８２＋５５６売 上 高

－＋２，１０４受 注 高

増　減
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前前年同年同期比損益増減要因分析　①期比損益増減要因分析　①

前年同期比　＋２７０億円（2009.2Q累計 ▲６１億円 ⇒ 2010.2Q累計 ２０９億円）【営業損益】　
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▲  61

209

＋ 52

＋ 109

＋ 10
▲  66

＋ 43

＋ 122

為替の影響

資材費減少

販売費及び

一般管理費の減少

退職給付債務の

会計基準変更時差異

償却完了の影響(※）

増収の影響

売上構成変動・

その他

2009 .2Q

2 0 1 0 .2 Q

※退職給付債務の会計基準変更時差異（約１３０億円/年）が２００９年度までに 償却完了

内、受注工事損失

引当の増加 ▲109

<参考>　７月公表比　＋５９億円
（計画 １５０ → 実績 ２０９）

　 為替の影響　　　　 　　　　
　 資材費減少 　 　 　　　　
　 受注工事損失引当増加　

費用発生期ズレ 　　　　　
　 固定費削減・コストダウン　
　 その他　 　　　　　　 　

▲３７
＋１５
▲８３
＋２２
＋５７
＋８５



【営業外損益】

前前年同年同期比損益増減要因分析　②期比損益増減要因分析　②

　

前年同期比　▲４５億円 （2009.2Q累計　４９億円 ⇒ 2010.2Q累計　３億円）　　　　

【特別損益】 前年同期比　＋５２億円 （2009.2Q累計 ▲５７億円 ⇒ 2010.2Q累計 ▲５億円）

・金融収支 （受取配当金を含む）

・持分法による投資利益

・為替差損益　

・その他

　▲　３億円 （ ▲７億円 ⇒ ▲１１億円 ）

　＋２２億円 （ ２５億円 ⇒ ４８億円 ）

　▲５２億円 （ ３２億円 ⇒ ▲１９億円 ）

　▲１２億円 （ ▲１億円 ⇒ ▲１４億円 ）

・訴訟損失引当金繰入額

・その他
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＋６９億円 （▲ ６９億円 ⇒ ０億円 ）

▲１７億円　（　　１２億円 ⇒ ▲５億円 ）



セグメント別決算実績セグメント別決算実績

＋１４▲１５▲２９－－－－－－調　整　額

▲６１

▲９

▲６

▲１３３

１７

１４

３３

３７

１４

2009年度
2Q累計

＋５５６

＋９１

＋２６６

＋１２２

▲４４

＋１５８

＋９７

▲９５

▲４０

増 減

５，７１７

５１９

６０９

１，１３２

３８８

９９２

８３０

６３０

６１２

2010年度
2Q累計

５，１６０

４２８

３４２

１，００９

４３３

８３４

７３３

７２５

６５２

2009年度
2Q累計

売上高

＋２７０

＋１８

＋９２

＋１２１

＋１８

＋４７

▲４４

▲３

＋５

増 減

２０９

９

８６

▲１１

３５

６１

▲１１

３４

２０

2010年度
2Q累計

営業損益

＋２，１０４６，１３４４，０３０合　　　計

＋４３４７２４２９そ　の　他

＋３５２６８０３２８精密機械

＋１２２１，１３２１，００９ﾓｰﾀｰｻｲｸﾙ&ｴﾝｼﾞﾝ

＋３９８７７３３７５プラント・環境

▲３４５６５３９９８ガスタービン・機械

＋４１４８７９４６５航空宇宙

＋７８１１，１７７３９５車　　　両

＋３３７３６４２７船舶海洋

増 減
2010年度
2Q累計

2009年度
2Q累計

受注高

（億円）
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注1) 2009年度は2010年度からの新事業区分および新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 16ページ参照

注2) 「調整額」には、本社部門で発生する費用で社内管理上各部門への配賦を行わない費用等を含む



 当第２四半期実績　(前年同期比）

受注 　　　潜水艦１隻を受注

売上 　 　　大型船の売上減少

営業損益　 受注工事損失引当金の積み増しはあったものの、
採算性の向上等により増益

 ２０１０年度見通し　(４月公表比）

・ 新造船受注増を織り込み、受注見通しを引き上げ

・ 為替前提レートの変更等により、損益見通しを引き下げ

船舶海洋船舶海洋
主要製品：　LNG船、LPG船、VLCC、バルクキャリア、潜水艦、オフショア関連製品

（億円/各期の数値は累計）
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※ 2010年10月1日付の組織改正に伴い、セグメント名を「船舶」から「船舶海洋」に変更
※ 2009年度の営業損益は、2010年度からの新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 16ページ参照

＜新造船の受注・売上隻数＞ （隻）

2009年度 2010年度 2009年度 2010年度

LNG船 ４（２） 　３（３）

小型LNG船 　１（１）

LPG船 ２（２） 　２（１）

VLCC １（０）

ﾊﾞﾙｸｷｬﾘｱ ７（５） １２（８）

潜水艦 １ ２（２） 　１（１）

合　計 ０ １ １６（１１） １９（１４）
注) 括弧内は進行基準売上（内数）

受注（2Q累計） 売上（2Q累計）

受注

18 27 104 161
16

364

1,000

05000500050005000500050005000500050005000500050005000

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 900)

営業損益

▲ 6

14
8

15

33

20

10

10

0

10

20

30

40

2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 20)

1Q

 （参考）中国での合弁事業について

１９９５年１２月、中国海運最大手COSCO社と合弁により中国の南通市にNACKS

を設立、２００８年には拡張工事を完了。川崎造船の技術支援のもと、大型建造ﾄﾞｯ

ｸ２基でCOSCO社をはじめ中国国内外の顧客向けに超大型ｺﾝﾃﾅ船・大型原油ﾀﾝ

ｶｰ・大型鉱石運搬船・自動車専用船等、多種多様な商船を建造。

（持分法適用会社）

売上

612

1,200

286

1,518

1,117

652
394

0

00

00

00

00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 1,200)



車　　両車　　両
主要製品：　各種電車（新幹線含む）、機関車、客車、ホームドア、ギガセル（二次電池）

（億円/各期の数値は累計）
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※ 2009年度は2010年度からの新事業区分（除く、破砕機）および新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 16ページ参照

売上

266

1,500

1,105

725

375

1,450

630

0

00

00

00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 1,450)

営業損益

70

17

87

52
37

19
34

0

20

40

60

80

00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 80)

 当第２四半期実績　(前年同期比）

受注 　　　大口のワシントン首都圏交通局向け地下鉄電車を
　　　　　　　 受注したこと等により大幅に増加

売上　 　　海外向け鉄道車両の減少等

営業損益 　減収および円高の影響等はあったものの前年同期
　　　　　　　 並みを維持

 ２０１０年度見通し　（４月公表比）

・ 大口のワシントン首都圏交通局向け地下鉄電車を受注した
　 こと等により、受注見通しを引き上げ

・ 為替前提レートの変更等により、損益見通しを引き下げ

 （参考）海外新規プロジェクトへの取り組み状況

・北米

ー 地下鉄、客車・電車を中心に受注活動中

　　　 北米市場向けLRVを開発中

・高速鉄道

　 ー 北米、ベトナム等で計画あり、活動中

・インド貨物専用新線西回廊(1期）（デリー～ムンバイ）

　 ー 円借款案件、電気機関車を受注すべく活動中

・アジア地域のE&M案件
　　ー 他社とのコンソーシアムにより対応中

受注

1,177

1,800

1,015

662555
395255

0

00

00

00

00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 1,300)



航空宇宙航空宇宙
主要製品：　防需航空機、民需航空機分担製造品（ボーイング・エンブラエル）、誘導機器システム

（億円/各期の数値は累計）

※ 2009年度の営業損益は、2010年度からの新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 16ページ参照
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（機）

2Q累計 通期 2Q累計 通期見通し
B777 ３８ ７７ ３２ ６４

B767 ４ １０ ７ １６

Embraer170/175 １０ １６ ８ １４

Embraer190/195 ２０ ５０ ４２ ８７

＜民需分担製造品の売上機数＞

売  上
2009年度 2010年度

受注

114
465

799

1,713

365

879

2,100

0

00

00

00

00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 2,000)

営業損益

20

▲ 18

37

3

33

▲ 19
▲ 11

30

20

10

0

10

20

30

40

50

2Q 3Q 2009年度 2010年度
見通し

1Q

(4月公表 40)

1Q 2Q

売上

830

2,150

342

1,888

1,193

733

266

0

00

00

00

00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 2,150)

 当第２四半期実績　(前年同期比）

受注 　　　BOEING社向けB777・B787分担製造品等の増加

売上　　　　防需案件およびBOEING社向けB787分担製造品等の
　　　　　　　 増加

営業損益 売上高の増加があったものの、円高の影響および
受注工事損失引当金の見直し等により損益悪化

 ２０１０年度見通し　（４月公表比）

・ 防需案件等の増加により、受注見通しを引き上げ

・ 為替前提レート変更等により、損益見通しを引き下げ

 （参考）　

・防需航空機分野：次期輸送機（XC-2）の試作1号機は当社岐阜工場において製
　　　　　　　　　　　　造され、２０１０年１月に初飛行した後、予定した全ての各種社
　　　　　　　　　　　　内試験を完了し、２０１０年３月３０日、同工場において防衛省
　　　　　　　　　　　　に納入した。

・民需航空機分野：「B７８７ドリームライナー」の増産に向け、２０１０年３月、
　　　　　　　　　　　　名古屋第一工場に新工場（南工場）が完成。２００６年７月に完
　　　　　　　　　　　　成した北工場と同様に、各種の最新鋭設備を導入し、複合材

部品の加工から前部胴体までの組立を一貫生産できる製造
ラインを構築。

・宇宙分野：２０１０年６月、HⅡ-Aロケット１８号機用の衛星フェアリングを出荷。



ガスタービン・機械ガスタービン・機械
主要製品：　航空機用エンジン、産業用ガスタービン・コージェネレーション、陸用・舶用タービン、ディーゼル機関、空力・水力機械

（億円/各期の数値は累計）

※ 2009年度の営業損益は、2010年度からの新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 16ページ参照
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受注

653523

998
1,385

2,262

330

2,200

0

00

00

00

00

00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 2,200)

＜航空エンジン　主要参画プロジェクト概要＞

Ｖ２５００ Ｔｒｅｎｔ１０００ ＴｒｅｎｔＸＷＢ

主な搭載機 A320 他 B787 A350

参画方式 Full Partner方式 RRSP方式
（※)

RRSP方式
（※)

当社参画比率 約6% 約8.5% 約7%

担当部位
ﾌｧﾝｹｰｽ、

低圧圧縮機のﾌﾞﾚｰﾄﾞ、
ﾍﾞｰﾝ、ﾃﾞｨｽｸ他

中圧圧縮機(IPC)
ﾓｼﾞｭｰﾙ

中圧圧縮機(IPC)
ﾓｼﾞｭｰﾙ

（※）Risk & Revenue Sharing Partner方式

売上

992

2,100

447
834

1,288

1,913

499

0
00
00
00
00
00
00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 2,100)

営業損益

89

39

1412

40

61

90

0
15
30
45
60
75
90
05
20

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 100)

 当第２四半期実績　(前年同期比）

受注　　 　　 前年同期に大口受注のあった航空エンジン分担製造
品やガス圧縮機設備等の減少

売上　　　　　ガス圧縮機設備や防需案件等の増加

営業損益 増収等により増益

 ２０１０年度見通し　（４月公表比）

・ 為替前提レートの変更等により、損益見通しを引き下げ



プラント・環境プラント・環境
主要製品：　産業用プラント（セメント、化学等）、発電プラント、LNG・LPGタンク、都市ごみ焼却施設、掘削機、破砕機

（億円/各期の数値は累計）

※ 2009年度は2010年度からの新事業区分（含む、破砕機）および新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 16ページ参照
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受注

158
375

987

320

773

1,356 1,300

0

00

00

00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 1,200)

営業損益

35

▲ 5

17
7

8079

2

10

40

90

2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

1Q

(4月公表 60)

売上

1,0001,075

165

433
590

388
204

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 1,100)

 当第２四半期実績　(前年同期比）

受注　 　　　国内外の各種プラントの増加

売上　 　　　海外向け大型プラントの減少

営業損益　 既受注案件の順調な進捗により増益

 ２０１０年度見通し　（４月公表比）

・ 環境関連案件等の増加により、受注見通しを引き上げ

・ 民間設備投資の低迷により、売上見通しを引き下げ

・ 既受注案件の順調な進捗による収益性改善により、損益見通し
　 を引き上げ

 （参考）中国での合弁事業について

２００６年より中国セメント業界最大手のCONCHセメントと合弁事業を開始。

現在までに３つの合弁企業を設立し、中国におけるセメント排熱発電設備・セメン

ト製造設備（プレヒーター、キルン、ミル等）の設計から製造、販売、アフターサー

ビスまでの一貫体制を確立。今後さらに、ガス化炉とセメントキルンを組み合わせ

たごみ処理設備や高機能膜を利用した水処理設備など、環境保全対策・省エネ

ルギー技術の普及に貢献していく。



モーターサイクル＆エンジンモーターサイクル＆エンジン
主要製品：　二輪車、四輪バギー車（ATV）、多用途四輪車、パーソナルウォータークラフト、汎用エンジン

（億円/各期の数値は累計）

※ 2009年度は2010年度からの新事業区分（除く、ロボット）および新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 16ページ参照
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売上

2,500

2,030

580
1,009

1,440

651

1,132

0

00

00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 2,600)

 （参考）

・ 中国においてKYMCO社と合弁で汎用ガソリンエンジンの生産・販売会社

CK&Kを設立。工場は２０１０年１月より稼動を開始した。 （持分法適用会社）

・ ２０１０年７月１日に、インドに二輪車の輸入・販売を手がける現地法人ＩＫＭ

を設立。

営業損益

▲ 39

▲ 133

▲ 211
▲ 270

7

▲ 40
▲ 111Q

3Q1Q 2Q

(4月公表 0)

2009年度 2Q
2010年度

見通し

 当第２四半期実績　(前年同期比）

売上　　　　 新興国での販売増等

営業損益　 円高の影響はあったものの、増収に加え、前年度まで
に実施した緊急収益改善策の効果が発現したこと等
により大幅に改善

 ２０１０年度見通し　（４月公表比）

・ 新興国での二輪車および汎用エンジンの売上は増加するも、
　 先進国における二輪車市場の回復遅れ、および為替前提レート
　 の変更等により、売上見通しを引き下げ

・ 先進国における売上減の影響を、新興国での売上増やモデル
　 ミックスの改善による収益性改善、および更なる固定費削減策
　 で補うものの、為替前提レートの変更により、損益見通しを引き
　 下げ

＜コンシューマー向け製品 地域別売上（卸売）台数・金額＞ （千台、億円）

台数 金額 台数 金額 台数 金額 台数 金額
国内 10 80 17 129 8 63 16 117

北米（カナダ含む） 44(30) 311 80(49) 563 51(27) 376 118(65) 783
欧州 36 290 72 562 34 236 68 467

新興国等 99 191 228 451 125 286 279 719

合計 189 872 397 1,705 218 961 481 2,086
注1)二輪車、四輪バギー車（ATV）、多用途四輪車、パーソナルウォータークラフト（「ジェットスキー」）
　　　及びこれらの関連製品を含む。
注2)括弧内は二輪車分を示す。（内数）

2009年度 2010年度
2Q累計 2Q累計通期 通期見通し



精密機械精密機械
主要製品：　油圧機器（ポンプ・モーター・バルブ）、陸用油圧装置、舶用油圧装置、精密機械・機電製品、産業用ロボット

（億円/各期の数値は累計）
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※ 2009年度は2010年度からの新事業区分（含む、ロボット）および新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 16ページ参照

受注

131
328

548
350

680
849

1,400

0

00

00

00

00

00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 1,100)

営業損益

▲ 3 ▲ 6

7

39

86

150

34

▲ 64
1424344454647484940414243444546474

3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 80)

1Q 2Q

 当第２四半期実績　(前年同期比）

受注　　　　　 新興国での建設機械向け油圧機器の増加

売上 　　　　建設機械向け油圧機器および半導体製造装置
　　　　　　　　 メーカー向け等の産業用ロボットの売上増加

営業損益　 増収および高操業による収益性の改善等により損益
　　　　　　　　 改善

 ２０１０年度見通し　（４月公表比）

・ 新興国での建設機械向け油圧機器の大幅増加により、 受注・
売上見通しを引き上げ

・ 大幅な増収に伴い、損益見通しを引き上げ

 （参考）中国での事業展開について

中国における需要増に対応するべく、中国蘇州に現地法人を設立し、２００６年８

月より油圧機器の生産を開始。さらに、中国企業と合弁で浙江省に油圧機器生

産会社を設立し、２０１０年４月より生産を開始した。

これら二つの現地生産会社の製品を中国全土の顧客に供給すべく、２０１０年４

月に上海に販売会社を設立・営業開始し、今後さらなる成長が見込まれる中国

建設機械市場で当社グループのプレゼンスを高めるとともに、事業のさらなる拡

大・深化に向けて体制を整えた。

売上

1,300

827
609

278

554
342

165

0

00

00

00

00

00

1Q 2Q 3Q 2009年度 1Q 2Q 2010年度
見通し

(4月公表 1,100)



財政状態およびキャッシュフロー財政状態およびキャッシュフロー

５６５

▲６１６

▲３６４

▲２５２

2009年度
2Q累計

２２０フリーキャッシュフロー

▲２００財務キャッシュフロー

▲２６１投資キャッシュフロー

４８１営業キャッシュフロー

2010年度
2Q累計

【キャッシュフロー】

（億円）【財政状態】

２，７９４
（２１．１％）

２，７７０
（２０．４％）

自己資本
（自己資本比率）

１３，１８９１３，５２４総資産

１４２％

４，２８９
（３，９４１）

2009年度
4Q末

１４１％NET Ｄ／Ｅレシオ

４，２９３
（３，９４１）

有利子負債残高
（NET有利子負債）

2010年度
2Q末

（億円）

注） 有利子負債残高にはリース債務を含む　
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Ⅱ．２０１０年度通期業績見通し



連結受注高・売上高・損益見通し連結受注高・売上高・損益見通し

４月公表比前年度比今回公表４月公表実績

＋３０８

＋１７７

＋３３３

＋１，０６５

＋３，３８７

１１５

９０

２００

３２０

３２０

１２，８００

１２，４００

実績/前提
レート

０２００▲１０８当期純損益

８３９３ドル（￥/＄）

０３２０▲１３営業損益

０３２０１４２経常損益

１１５１３０ユーロ（￥/EUR)

０

＋１，０００

増　減

１２，８００１１，７３４売 上 高

１３，４００１０，０１２受 注 高

2010年度見通し2009年度

（億円）

４月公表比

【受注高】
大口受注があった車両、新興国で
の建設機械向け油圧機器が好調
な精密機械を中心に見通しを引き
上げ

【売上高】　　

民間設備投資が低迷しているプラ
ント・環境、為替前提レート変更の
影響が大きいモーターサイクル＆
エンジンでの減収を、精密機械の
増収で補い、当初計画を据置き

【損益】
為替前提レート変更の影響はある
ものの、精密機械における大幅増
益に加え、固定費の圧縮・生産性
の向上等、経営全般にわたる収益
改善策を引き続き推進することに
より、当初計画を据置き注1) ユーロの前提レートを、７月公表時に４月公表の１２５円より１１５円に変更

注2) 前提レートは見通し公表時の為替エクスポージャーに対して適用
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（参考）為替影響額

（億円）

営業利益 経常利益
ドル ２４ ２３

ユーロ ３ ２

１円の変動による影響額

注1)



セグメントセグメント別業績別業績見通し見通し

３２０

▲７０

１０

８０

０

６０

１００

４０

８０

２０

４月公表

１２，８００

－

１，１００

１，１００

２，６００

１，１００

２，１００

２，１５０

１，４５０

１，２００

４月公表 今回公表実績今回公表実績今回公表４月公表実績

１２，４００

－

１，１００

１，１００

２，６００

１，２００

２，２００

２，０００

１，３００

９００

▲７０▲７５－－－－調　整　額

３２０

１０

１５０

▲４０

８０

９０

２０

７０

１０

2010年度見通し

▲１３

▲１０

３４

▲２７０

７９

８９

３７

８７

１５

2009年度

営業損益

１２，８００１１，７３４１３，４００１０，０１２合　　　計

１，１００９７８１，１００９７５そ　の　他

１，３００８２７１，４００８４９精密機械

２，５００２，０３０２，５００２，０３０モーターサイクル＆エンジン

１，０００１，０７５１，３００１，３５６プラント・環境

２，１００１，９１３２，２００２，２６２ガスタービン・機械

２，１５０１，８８８２，１００１，７１３航空宇宙

１，４５０１，５００１，８００６６２車　　　両

１，２００１，５１８１，０００１６１船舶海洋

2010年度見通し2009年度2010年度見通し2009年度

売上高受注高

（億円）
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注1) 2009年度は2010年度からの新事業区分および新会計基準の考え方に基づき再計算した数値 → 16ページ参照

注2) 「調整額」には、本社部門で発生する費用で社内管理上各部門への配賦を行わない費用等を含む



研究開発費・設備投資・期末従業員数研究開発費・設備投資・期末従業員数

（億円・人）

増減理由増減今回公表４月公表実績

３２，７００
（３２，５０９）

８，１００
（７，８４８）

２４，６００
（２４，６６１）

５１０
（２３３）

７００
（２３４）

４０５
（１６０）

＋３００

＋３００

０

▲３０

＋４０

０

３２，２９７
（３２，６２６）

７，９０１
（７，９１４）

２４，３９６
（２４，７１２）

５１４
（２３５）

５９２
（３４３）

３８０
（１７２）

2009年度

３２，４００
－

７，８００
－

２４，６００
－

５４０
－

６６０
－

４０５
－

2010年度見通し

減価償却費

設備投資 精密機械事業の増産設備等

海外子会社における人員増等

期末従業員数

海　　外

国　　内

研究開発費
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注） 括弧内の数字は2Q実績を表す
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（補足）セグメント情報開示の変更について（補足）セグメント情報開示の変更について

　＜事業区分並びに事業区分名称の変更＞

　 　２０１０年４月より社内管理区分を変更しており、事業区分並びに事業区分名称を以下のとおり

　 　変更している。

　 事業区分の変更 　

　 　　 　　 破砕機部門 　：　「車両事業」から「プラント・環境事業」へ

　　 　 　 ロボット部門 ： 「汎用機事業」から「精密機械事業」へ

　 　 事業区分名称の変更

　　 　　 　 （旧）「汎用機事業」　　 ⇒　 (新） 「モーターサイクル＆エンジン事業」

　　 　　 　 （旧）「油圧機器事業」　⇒　 (新） 「精密機械事業」

　　＜セグメント情報等の開示に関する新会計基準の適用＞

　　　従来の基準では、本社部門で発生する費用で社内管理上各部門への配賦を行わない費用に

　　　ついて、開示上のみ一定の基準に基づき再配賦した上で事業別営業利益を計算していたが、

　　　２０１０年度からマネジメント・アプローチを採用した新基準が適用されたことに伴い、当該費用の

　　　再配賦計算は行わないこととした。

　　　このため、過年度の実績についても、新基準の考え方に基づき再計算し、本資料各ページに

　　　掲載している。



世界の人々の豊かな生活と地球環境の未来に貢献する
“Global Kawasaki”

ご注意

本資料のうち、業績見通し等に記載されている将来の数値は、現時点で把握可能な情報に基づき当社が判断した見通しで
あり、リスクや不確実性を含んでおります。従いまして、これらの業績見通しのみに依拠して投資判断を下すことはお控え下
さるようお願い致します。実際の業績は、外部環境及び内部環境の変化によるさまざまな重要な要素により、これらの見通
しとは大きく異なる結果となり得ることを御承知おき下さい。実際の業績に影響を与える重要な要素には、当社の事業領域
をとりまく経済情勢、対米ドルをはじめとする円の為替レート、税制や諸制度などがあります。


